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資料２

公共工事に係る業務委託の入札制度の見直しについて

１ 県内業者及び県外業者の受注実績

平成18年度土木部発注における業務委託（発注種別毎）の県内業者及び県外業者の

受注割合は以下のとおり。

県内業者 県外業者

件 数 金 額（百万円） 件 数 金 額（百万円）

地上測量 483件(97.0%) 1,204(94.5%) 15件( 3.0%) 70(5.5%)

航空測量 － － 21件(100%) 291(100%)

調 査 416件(69.4%) 1,080(50.2%) 183件(30.6%) 1,073(49.8%)

土木設計 483件(62.9%) 1,263(42.6%) 285件(37.1%) 1,703(57.4%)

建築設計 20件(90.1%) 67(84.8%) 2件(9.1%) 12(15.2%)

計 1,402件(73.5%) 3,614(53.4%) 506件(26.5%) 3,149(46.6%)

※（ ）は割合

２ 多様な入札制度についての検討

業務委託についても、工事に準じ、県内業者で履行可能なものは県内業者で対応する

ことを原則とし、業務の特性に応じたより透明性、競争性、公正性、品質確保等に優れ

る多様な入札制度について検討する。

なお、検討に当たっては、その多種多様な業務内容や業務委託と工事の相違点（前回

資料P.2）を踏まえると、工事のような一律の発注方式に集約することが適当でないと

考えられること、全国的にも指名競争入札以外の入札制度を本格的に導入している例が

ないことから、各々の業務内容に応じた適切な入札方式を選択可能とすることを基本と

し、以下の方法により各入札制度の試行を十分に行うこととしてはどうか？

（１）条件付一般競争入札

ア 試行の考え方

(ア)条件付一般競争入札については、標準的な仕様が定められていて技術提案を

必要としない業務の中から抽出試行を行ってはどうか？

標準的な仕様が定められていて技術提案を必要としない業務とは、歩掛や仕

様書等が定められている業務をいう。
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対象業務（例）

○測量（航空測量、路線測量など）

○設計（道路設計、河川設計など）

○調査（補償調査、土質調査など）

(イ)条件付一般競争入札の参加者については、現在の工事等請負有資格業者名簿

登載者を基本とするが、登録種別が大括りとなって専門業者が混在しており、

また、格付けも行っていないことから、適正な競争性の確保による品質確保を

図るため、入札参加資格要件の設定に当たっては、実績要件などを付す必要が

あるのではないか？

イ 要件設定の考え方

(ア)入札参加資格要件

条件付一般競争入札における入札参加資格要件については、他県の事例等

や業務委託の特殊性等を考慮すると、一般的な要件に加え以下の要件を付す

必要があるのではないか？

①地域要件

②企業の同種・類似・同規模業務の実績要件

③配置技術者の資格、実績要件

※格付（ランク）要件については、現時点で業者を客観的に評価するも

のがないため、設定困難である。

(イ)地域要件について

地域要件については、業務委託の特殊性、各方部における業者数の状況等

から、県内業者で履行可能な業務については県内業者で行うことを原則とし、

業務内容や規模に応じ、管内、県内、全国等の要件を基本として選定するこ

ととしてはどうか？

なお、要件を付した場合の入札参加可能業者数を把握することが困難では

あるが、競争性が確保される数（指名基準以上の業者数）は必要ではないか？

(ウ)企業の同種・類似・同規模業務の実績要件及び配置技術者の資格、実績要件

について

業務委託の重要性を考慮すると、企業に対する同種・類似・同規模業務等

の実績要件等を付す必要があるのではないか？
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さらに、配置技術者の資格、実績要件についても付す必要があるのではな

いか？

ウ 試行対象業務の選定の考え方

(ア)対象種別・対象金額の考え方

標準的な仕様が定められていて技術提案を必要としない業務を設計内容か

ら選定することとし、業務の効率性等を考慮し、３百万円以上の業務を対象

としてはどうか？

(イ)試行の件数

農林水産部及び土木部所管業務の中から標準的な仕様が定められている業

務委託について３百万円以上の年間発注予定件数の１割程度を抽出試行して

はどうか？

（２）公募型プロポーザル方式等の技術提案審査型等の入札方式

ア 試行の考え方

(ア)業務委託において、標準的な仕様が定められておらず、

・入札参加者からの技術提案を評価する必要がある業務

・価格と技術力を総合的に評価して落札者を決定する必要がある業務

については、技術提案審査型方式や総合評価方式について試行を行ってはど

うか？

(イ)技術提案審査型の参加者については、現在の工事等請負有資格業者名簿登載

者を基本とするが、登録種別が大括りとなって専門業者が混在しており、また、

格付けも行っていないことから、適正な競争性の確保による品質確保のため、

入札参加資格要件の設定に当たっては、実績要件などを付す必要があるのでは

ないか？

(ウ)本県では建築設計業務において、「福島県建築・設備設計監理業務設計者選

定要領」により公募型プロポーザル方式等の技術提案審査型の契約方式につい

て実績があることから、これを再度検証して、他の種別への適用等を試行して

はどうか？

(エ)総合評価方式についても、国や他県の実施状況を踏まえて、試行を行っては

どうか？
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イ 要件設定の考え方

(ア)入札参加資格要件

入札参加資格要件については、業務委託の特殊性等を考慮すると、一般的

な要件に加え以下の要件を付す必要があるのではないか？

①地域要件

②企業の同種・類似・同規模業務の実績要件

③配置技術者の資格、実績要件

(イ)地域要件について

地域要件については、業務委託の特殊性、各方部における業者数の状況等

から、県内業者で履行可能な業務については県内業者で行うことを原則とし、

業務内容や規模に応じ、管内、県内、全国等の要件を基本として選定するこ

ととしてはどうか？

ウ 試行対象業務の選定の考え方

(ア)対象種別・対象金額の考え方

技術提案審査型に該当する業務を設計内容から選定することとし、対象種

別・対象金額は特定しないこととしてはどうか？

(イ)試行の件数

農林水産部及び土木部所管業務の中で技術提案・技術評価を必要とする業

務委託から適宜抽出し、試行を行ってはどうか？

対象業務（例）

○設計

○調査

３ 入札方式以外の制度について

（１）予定価格の公表について

業務委託における予定価格については、これまで同様、業務内容を勘案し、事後

公表としてはどうか？

「これまでの経過」

～H19.4.1 予定価格は事前事後とも非公表

H19.4.1～ 予定価格は事後公表
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（２）最低制限価格制度及び低入札価格調査制度について

業務委託においては、入札参加者に対し適切に条件を設定することにより、不良

不適格業者による過度な安値入札を防止することが可能と思われること、また業務

委託は工事のように詳細な積算体系とはなっていないため基準価格設定の根拠が不

明瞭となってしまうことなどの状況も踏まえながら、最低制限価格制度及び低入札

価格調査制度については、今後とも継続して検討することとしてはどうか？

「参考」業務委託における積算体系

発注種別 積 算 内 容

土木設計 業務委託料 ＝ 業務価格 ＋ 消費税相当額

業務価格＝直接人件費＋直接経費＋諸経費＋技術経費

直接人件費：設計業務等に従事する技術者の人件費

直接経費：事務用品、旅費交通費、製図費、印刷費等

諸経費：直接人件費×120/100

技術経費：直接人件費×220/100×技術経費率

技術経費率：技術難易度に応じて20～40%の範囲で設定

※業務委託における積算の内容は、人件費等を主体とし構成されている。

（３）事後審査方式の導入

工事に準じ、事後審査方式を導入してはどうか？

（４）郵便入札制度、電子入札制度

工事に準じ、電子入札制度、郵便入札制度を併せて導入してはどうか？








